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１ 業務実績（別表１参照） 

(１)整備状況について 

  平成２２年度末の処理区域内面積は２，４８５ha《公共下水道（以下「公共」という。）１，

７４０ha、農業集落排水（以下「農集」という。）３４８ha、コミュニティ・プラント（以下「コ

ミプラ」という。）３９７ha》で、前年度に比べ増減はない。処理施設数は農集が１９箇所、コ

ミプラ６箇所である。 

  整備戸数は１７，３８３戸（公共１０，９４９戸、農集３，２３１戸、コミプラ３，２０３戸）、

整備人口は４７，３８６人（公共２７，５９１人、農集９，９５８人、コミプラ９，８３７人）

となった。 

  なお、平成１５年度をもってコミプラ整備事業は完了しており、また平成１７年度をもって農

集事業も完了している。 

 

(２)処理状況について 

年間総処理水量は４，５４４，３６４㎥（公共３，０９７，２１４㎥、農集７３０，６０５㎥、

コミプラ７１６，５４５㎥）で、前年度と比較し１２３，２６２㎥（２．８％）増加している。

一日平均処理水量は１２，４５０㎥で、前年度と比較し３３７㎥（２．８％）の増加、年間有収

水量は３，８５３，９９７㎥で、前年度と比較し９９，３６９㎥（２．６％）の増加となってい

る。有収率は８４．８％で、前年度より０．１ポイント減少している。 

 

(３)水洗化の状況について 

  平成２２年度末の水洗化人口は３６，９３８人（公共２１，２９０人、農集８，１３０人、コ

ミプラ７，５１８人）、水洗化戸数は１３，６０９戸（公共８，４４４戸、農集２，６９２戸、

コミプラ２，４７３戸）で、整備人口に対する水洗化人口の割合を示す水洗化率は７８．０％と

なっている。 

 

２ 決算報告書（別表２参照） 

(１)収益的収入及び支出について 

  事業収入は、予算額２０億４，７３０万円に対し、決算額は２０億５，５３９万円（うち仮受

消費税額４，２８６万２千円）で、決算比率は１００．４％となっている。内訳は、営業収益９

億２，３４３万１千円（うち、仮受消費税額４，２８６万２千円）、営業外収益１１億３，１９

５万８千円である。 

  事業費用は、予算額２０億５，８３７万４千円に対し、決算額は２０億２，０２５万４千円（う
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ち仮払消費税額１，７７６万６千円）で、決算比率は９８．１％となっている。内訳は、営業費

用１４億１，５５９万円（うち、仮払消費税額１，７７６万６千円）、営業外費用５億９，７０

２万６千円である。また、不用額は３，８１２万円となっている。 

 

(２)資本的収入及び支出 

  資本的収入は、予算額９億６，４１０万円に対し、決算額９億６，４７６万円で、決算比率は

１００．１％となっている。内訳は、企業債３億２，９６０万円、補助金５億１，２８８万８千

円、負担金１億２，２２７万２千円である。 

  資本的支出は、予算額１７億８，６６８万１千円に対し、決算額１７億７，８０８万８千円（う

ち、仮払消費税額１５９万８千円）で、決算比率は９９．５％となっている。内訳は、企業債償

還金１７億４，４５３万４千円、建設改良費３，３５５万４千円である。 

  なお、翌年度繰越額は０円で、不用額は８５９万３千円となっている。 

  資本的収支決算は、収入額９億６，４７６万円に対し、支出額１７億７，８０８万８千円で、

差引き８億１，３３２万８千円支出額が収入額を上回っており、この不足額は、過年度損益勘定

留保資金８，４８７万６千円と当年度損益勘定留保資金７億２，８４５万２千円で補てんした。

昨年度に引き続き、補てん財源不足額が０となっている。 

 

３ 経営成績（損益計算書）（別表３参照） 

(１)収益について 

  事業収益は２０億１，２５２万８千円で、前年度と比較し２，９４３万６千円（１．５％）の

増収となっている。 

  営業収益は、８億８，０５７万円で、総収益の４３．８％を占めており、前年度と比較し２，

３２８万４千円（２．７％）増加している。営業収益の主体をなす使用料は、８億５，７１４万

円で、前年度と比較すると２，７１９万２千円（３．３％）の増収となっている。 

  営業外収益は、１１億３，１９５万７千円で、前年度と比較し６１９万４千円（０．６％）の

増収で、総収益の５６．２％を占めている。営業外収益の主なものは、市一般会計からの他会計

補助金である。 

 

 (２)費用について 

  事業費用は１９億５，９６５万２千円で、前年度と比較して７２６万３千円（０．４％）の減

少となっている。 

  営業費用は１３億９，７８５万２千円で、前年度と比較して４，５６２万３千円（３．４％）

の増となっている。主なものは、減価償却費９億６，６２６万２千円、処理場費３億３，３１６
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万８千円である。 

  営業外費用は５億５，４１９万円で、前年度と比較して６，０４９万６千円（９．８％）の減

少で、企業債及び一時借入金の支払利息である。 

 

(３)損益について 

  当年度の損益は、事業収益２０億１，２５２万８千円に対し、事業費用は１９億５，９６５万

２千円で、差引き５，２８７万６千円の純利益となり、経常利益は６，０４８万５千円となって

いる。（次表参照） 

  この結果、前年度繰越欠損金２９億３，９２３万３千円に当年度純利益５，２８７万６千円を

加えると、当年度未処理欠損金は２８億８，６３５万７千円となっている。 

経経経経    営営営営    収収収収    支支支支    推推推推    移移移移    表表表表                                （単位 円） 

事業収益 事業費用    区分 
年度 金   額 指数 金   額 指数 

純利益（損失） 

18 1,687,274,676 100.0 2,098,040,599 100.0 △ 410,765,923 

19 1,875,308,090 111.1 2,087,832,553 99.5 △ 212,524,463 

20 1,995,421,044 118.3 2,061,894,987 98.3 △ 66,473,943 

21 1,983,092,403 117.5 1,966,915,318 93.8 16,177,085 

22 2,012,527,950 119.3 1,959,652,268 93.4 52,875,682 

（注）指数は１８年度を１００とした。 

 

(４)損益分析について 

イ．収益率について 

  投下総資本に対してどれだけ純利益が生じているかを示す総資本利益率は０．１０％で、これ

は大きいほど良いとされている。 

  収益と費用の相対的な関連性をみる総収支比率は１０２．７％で、これは、１００％以上高い

ほど良いとされており、全国平均の１０３．８％には及ばない。 

  （注）下水道事業会計決算審査意見書の本文中、「全国平均」とは平成２１年度地方公営企業年 

鑑（第５７集）の法適用企業の全下水道事業の平均値である。 

  経営成績を示す経常収支比率は１０３．１％で、前年度と比較し２．３ポイント上がっている。

これは、１００％以上高いほど良いとされており、全国平均の１０３．５％よりも下回っている。 

  営業活動の能率を示す営業収支比率は６３．０％である。前年度と比較し０．４ポイント下回

った。これは、１００％以上高いほど良いとされており、全国平均の１１９．８％を大きく下回

っている。 

  なお、上記のいずれの指標も、市一般会計からの他会計補助金（平成２２年度：１１億２，６

７３万円）を営業外収益として計上した結果のものであることに留意しなければならない。 
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ロ．汚水処理原価について 

  有収水量１㎥当たりの使用料単価と汚水処理原価の推移をみると、１㎥当たりの使用料単価は

２２２．４円、汚水処理原価は５０６．５円で、１㎥当たりの損益をみると２８４円１０銭の損

失となった。 

 

４ 剰余金計算書 

(１)欠損金について 

  前年度未処理欠損金２９億３，９２３万３千円に、当年度、純利益５，２８７万６千円となっ

たため、当年度未処理欠損金は２８億８，６３５万７千円となった。 

 

 (２)資本剰余金について 

  当年度新たに他会計補助金５億１，２８８万８千円、工事負担金１億２，２２７万２千円が発

生し、他会計補助金１，９３３万８千円、工事負担金６万３千円を処分したため、翌年度繰越資

本剰余金は２４５億２，３６５万１千円となった。 

 

５ 財政状態（貸借対照表）（別表４参照） 

(１)資産について 

  資産総額は５１７億３，０９２万８千円で、前年度に比較し８億７，７３０万４千円（１．７％）

の減少となっている。構成は、固定資産５１３億７，６８７万６千円、流動資産３億５，４０５

万２千円となっている。固定資産は総資産の９９．３％を占めている。 

  固定資産５１３億７，６８７万６千円の内訳は、有形固定資産５００億７，４５４万１千円、

無形固定資産１３億２３３万６千円である。固定資産の主な構成は、構築物４３９億１１万３千

円、機械及び装置４７億５，４２３万４千円、施設利用権１３億６万２千円、建物１１億１，３

３１万５千円、建設仮勘定７５４万５千円である。 

流動資産３億５，４０５万２千円の主な内訳は、未収金２億６，２６８万６千円、現金預金９，

０９６万６千円である。このうち、現金預金の期末残高９，０９６万６千円については、平成２

３年３月分の例月出納検査において現在高を確認した。 

  未収金は２億６，２６８万６千円となっているが、そのうち主なものは、営業未収金が下水道

使用料、営業外未収金は農集・コミプラの新規加入金、その他未収金は受益者負担金である。未

収金が多額なのは、下水道使用料の徴収を水道事業に委託しており、１・２月分と２・３月の２

期分が未収計上されるためである。営業未収金の回転速度を示す未収金回転率は３．５７回で、

昨年度に比べ０．１２回大きくなっている。この数値は大きいほどよいとされている。未収金の

回収には、今後も一層の努力を期待するものである。 
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(２)負債について 

負債総額は１９億２，１８６万３千円であり、前年度と比較し１億４，６８５万２千円（８．

３％）の増加で、負債の構成は、固定負債１８億４，３９９万６千円、流動負債７，７８６万７

千円となっている。 

流動負債の内訳は主に未払金７，６５６万７千円である。また固定負債は、他会計借入金１０

億円、企業債８億４，３９９万６千円で、水道事業より借り入れを行っている長期借入金と建設

改良以外に充てられた企業債（平準化債）である。 

  未払金の主なものは、営業未払金が動力費、修繕費など下水処理施設維持管理費、営業外未払

金が確定消費税、その他未払金が工事請負費等であり、大半が２２年度末に支出決定されて翌年

度４・５月に支出されている。 

  なお、流動資産と流動負債の関係について、流動資産が流動負債を上回り（流動比率４５４．

７％）、不良債務は発生していない。 

 

(３)企業債の償還について 

平成２２年度の企業債は、新たに３億２，９６０万円を借り入れ、１７億４，４５３万４千円

を償還した結果、年度末現在の未償還残高は、１４億１，４９３万４千円減の２５４億９，４２

２万８千円になっている。２２年度の支払利息は５億５，３１８万４千円で、企業債利息対料金

収入比率は６４．５％となっており、料金収入の多くを企業債利息の返済にあてていることにな

る。なお、同比率の全国平均は４５．２％である。 

  一方、企業債平均借入利率は２．０６％となっている。年々企業債平均借入利率は下がってき

ているが、これは補償金免除繰上償還制度を利用してきた成果である。現状では借換対象となる

企業債が残っていないが、今後も低利のものへの借り換え等、国県への更なる働きかけに努めら

れたい。 

  また、コミプラの企業債の償還期間は、公共、農集よりも短く、各年度の償還費用を軽減する

ために、借換により償還期間の延長に取り組んでいるが、今後も、償還費用を負担する市一般会

計の財政状況等を勘案して、市財政当局との連携を図りながら、綿密な財政計画に基づき、より

有利な企業債の償還に努められたい。 
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企企企企    業業業業    債債債債    のののの    推推推推    移移移移        （単位：円） 

年度 前年度末残高 当年度借入金 当年度償還元金 当年度償還利息 当年度末残高 

18 30,970,452,811 1,053,200,000 1,580,879,453 764,470,135 30,442,773,358 

19 30,442,773,358 832,400,000 1,897,249,218 743,327,083 29,377,924,140 

20 29,377,924,140 1,518,100,000 2,665,280,847 694,643,578 28,230,743,293 

21 28,230,743,293 1,125,000,000 2,446,581,122 613,680,621 26,909,162,171 

22 26,909,162,171 329,600,000 1,744,533,784 553,184,333 25,494,228,387 

（注） 

企 業 債 利 息 
＊企業債利息対料金収入比率（％）＝ 

料 金 収 入 
×１００ 

当 年 度 支 払 利 息×１００ 
＊企業債平均借入利率（％）＝ 

（当年度償還額＋当年度末償還残高）－当年度借入額 

 

(４)資本について 

  資本総額は４９８億９０６万６千円で、前年度と比較し１０億２，４１５万５千円（２．０％）

の減少で、構成は、資本金２８１億７，１７７万２千円、剰余金２１６億３，７２９万４千円で

ある。 

  資本金の構成は、自己資本金３５億２，１５３万９千円及び借入資本金２４６億５，０２３万

２千円で、借入資本金はすべて企業債である。 

  また、剰余金の構成は、資本剰余金２４５億２，３６５万１千円及び欠損金２８億８，６３５

万７千円である。資本剰余金は主に補助金２０２億７，３６６万９千円、工事負担金３４億６，

１５０万２千円である。 

 

６ 財務分析（別表５参照） 

(１)構成比率について 

  総資産のうち固定資産の占める割合の適正化を示す固定資産構成比率は９９．３％で、全国平

均９７．７％より高い。 

  経営の安定状況をみる固定負債構成比率は５１．２％で、これは、負債・資本のうち固定負債

の占める割合を示しており、この比率は小さいほど経営安定といえる。 

  総資本のうち自己資本の占める割合である自己資本構成比率は４８．６％で、この比率は、大

きいほどが望ましいとされ、全国平均は５６．８％である。 
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(２)財務比率について 

  固定資産が自己資本と固定負債の範囲内か否かをみる固定資産対長期資本比率は９９．５％で、

全国平均は９８．９％である。この比率は、１００％以下が望ましいとされている。 

  固定資産のうち、自己資本で調達されている部分の割合を示す固定比率は２０４．２％で、全

国平均は１７２．２％である。この比率は、１００％以下が望ましいとされている。 

  短期債務に対する支払能力を示す流動比率は４５４．７％で、一時借入金を返済したことによ

り昨年度に比べ大きく上昇した。この比率は、一般に２００％以上が望ましいとされ、全国平均

の１９４．１％を大きく上回っている。 

  支払能力をみる当座比率は４５４．２％で、この比率は、当座資産（現金、預金、未収金）と

流動負債との対比で支払能力をみるもので１００％以上が望ましいとされており、全国平均の１

６２．０％を大きく上回っている。全国平均を大きく上回っている理由は、一時借入金を返済し

たことによる。 

  即時支払能力を示す現金比率は１１６．８％で、この比率は、一般に２０％以上が望ましいと

されており、全国平均の１０８．３％を上回っている。 

 

(３)回転率について 

  投資効率を示す自己資本回転率は０．０４回で、全国平均は０．０７回である。これは、数値

の大きいほど良いとされている。 

  固定資産の利用度をみる固定資産回転率は０．０２回で、全国平均は０．０４回である。これ

は、数値の大きいほど良いとされている。 

  流動資産の利用度をみる流動資産回転率は２．７３回で、全国平均は１．７１回である。これ

は、数値の大きいほど良いとされている。 

  営業未収金の回収速度をみる未収金回転率は３．５７回である。これは、数値の大きいほど良

いとされている。 

 

(４)健全経営の維持について 

下水道事業会計の一般会計補助金等は、地方公営企業法第１７条の２の経費の負担の原則に基

づき、下水道事業を経営する上で、市の一般会計で義務的に負担する必要のあるものである。し

かし、市財政の悪化により、経費の負担元の市一般会計の運営も非常に厳しいことから、補助金

等の額は下表のとおりとなっている。 
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一般会計補助金一般会計補助金一般会計補助金一般会計補助金等等等等のののの推移推移推移推移            （単位：円） 

収益的収支 資本的収支 
年度 

一般会計負担金 一般会計補助金 一般会計補助金 雨水処理負担金 
合計 

18 21,452,000 1,082,912,000 555,497,000 2,168,000 1,662,029,000 

19 22,691,000 1,252,395,000 561,681,000 2,233,000 1,839,000,000 

20 22,030,000 1,160,160,000 587,251,000 2,293,000 1,771,734,000 

21 22,367,000 1,119,987,000 555,211,000 2,356,000 1,699,921,000 

22 22,302,000 1,126,730,000 512,888,000 2,421,000 1,664,341,000 

 

(５)損益勘定保留資金及び補てん財源について 

減価償却費、資産減耗費及び繰延勘定償却は、それらの資産から稼得される収益と期間的に対

応させて、期間利益を適正に算定することを目的としているものである。また、これらの費用は

現金支出を伴わないものであるために、その償却費の計上分だけ償却資産に投下された貨幣資本

が企業内に留保され、その結果、投下貨幣資本が回収される効果をもっている。すなわち、この

内部留保資金をもって新たな資産を購入するといった自己金融の役割を担っている。 

  減価償却費からなる損益勘定留保資金は、収益的収支欠損金及び前年度不良債務の補てん財源

として使用され、資本的収支不足額を補てんしきれない状況が続いていたが、平成２１年度に補

てん財源不足額がようやく０円となった。平成２２年度は、損益勘定留保資金９億６，６２６万

２千円と昨年度からの繰越補てん資金８，４８７万６千円から、資本的収支不足額８億１，３３

２万８千円への補てんをし、翌年度繰越補てん資金は２億３，７８１万円となった。これは下水

道使用料収入の増加や企業債利息の軽減などが要因である。 

 

 

 

下水道事業補下水道事業補下水道事業補下水道事業補てんてんてんてん財源内訳書財源内訳書財源内訳書財源内訳書    

         （単位：円） 

損 益 勘 定 留 保 資 金 補 て ん 財 源 

年
度 

減価償却費 
収益的収支

欠損金 

前年度不良

債務 
計 

資本的収支

不足額 

消費税資本

的収支調整

額 

過年度損益

勘定留保資

金 

当年度勘定

留保資金 

翌年度繰越

補てん資金 

補てん不足

額 

18 924,528,241 410,765,923 308,175,657 205,586,661 712,357,764 12,483,664 0 205,586,661 0 494,287,439 

19 940,176,639 212,524,463 194,875,959 532,776,217 666,187,753 77,025 0 532,776,217 0 133,334,511 

20 947,226,004 66.473,943 147,230,590 733,521,471 770,353,711 223,025 0 733,521,471 0 36,609,215 

21 954,290,126 0 47,052,965 907,237,161 822,360,955 0 0 822,360,955 84,876,206 0 

22 966,261,814 0 0 966,261,814 813,328,370 0 84,876,206 728,452,164 237,809,650 0 
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７ まとめ 

（１）下水道事業の概要 

下水道事業会計は、職員各自の企業意識をより一層高めると共に、管理執行体制を含めた経営

の効率化と経費の節減を図ることを目的に、平成１３年度に従来の公共下水道事業、農業集落排

水事業、コミュニティ・プラント整備事業の各特別会計を統廃合して、地方公営企業法の財務規

定等の適用を受ける公営企業会計として設置されたものである。 

  下水道の整備は、地域の健全な発展、公衆衛生の向上、公共用水域の水質保全を図るためにも

重要であり、事業が進められてきた結果、本市における下水道整備（公共下水道、農業集落排水、

コミュニティ・プラント）の普及率は平成２２年度末現在９９．３％で、水洗化率７８．０％に

達している。 

  当年度の経営成績は、事業収益２０億１，２５２万８千円、事業費用１９億５，９６５万２千

円で５，２８７万６千円の純利益を計上している。また資本的収支については、収入が９億６，

４７６万円、支出が１７億７，８０８万８千円で不足額８億１，３３２万８千円は、過年度損益

勘定留保資金、当年度損益勘定留保資金で補填した。 

  平成１８年度以降年々経営収支は改善に向かっており、その結果、下水道会計開始以来始めて

収益的収支がプラスになった昨年度に比べ純利益は大幅に増加し、また、昨年度に引き続き不良

債務は発生しなかった。これは、平成２０年度における使用料３０％値上げ後も使用料収益を増

加させたこと、企業債の借換によって支払利息を減少させたこと等の努力によるものである。 

しかしながら、下水道整備に長期の建設期間と多額の費用を要し、企業債未償還額は平成２２

年度末で、２５４億９，４２２万８千円となっている。また、企業債元金の償還額も平成２３年

度～３０年度まで平均１７億５，２７５万円以上であり、一般会計からの繰入金も多額であり、

依然として厳しい財政状況であることには変わりはない。 

今後も水洗化の促進による収入の確保や借換債の拡充、処理場の統廃合、公共下水区域の拡大

等生活排水処理計画の見直しなど、より効率化、合理化、施設の適正な管理に努められるよう望

むものである。 

 

(２)水洗化の促進について 

  整備人口に対する水洗化人口の割合を示す水洗化率は７８．０％であり、下水道の供用が開始

され、水洗化が可能にもかかわらず、宅地内の排水設備工事を行っていない世帯が存在している

ためである。 

生活環境と自然環境を守るという下水道整備の本来の目的を実現するとともに、効果的な投資

となるように、処理区域内の水洗化率向上に努められたい。 
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(３)使用料、受益者負担金の未収について 

各会計年度決算の過年度未収金の推移は下記のとおりである。平成１８年度徴収事務を民間委

託し未収金は減少したが、近年は増加傾向である。公平性の観点から、今後も未収金の回収には

一層の努力を払われたい。 

過年度分過年度分過年度分過年度分のののの未収金未収金未収金未収金のののの推移推移推移推移        （単位：円） 

 

公 共 下 水 道 農  集 コミプラ 
年度 

使 用 料 受益者負担金 使 用 料 使 用 料 

１８ 9,379,130 18,500,080 1,275,260 1,584,550 

１９ 9,964,620 19,589,970 1,418,210 1,602,800 

２０ 11,028,156 22,220,630 1,685,810 1,535,120 

２１ 12,122,796 22,317,318 2,177,270 2,108,090 

２２ 12,413,740 23,889,058 2,583,440 2,329,940 


